
奈良県立医科大学・医学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２４６０１

基盤研究(C)（一般）

2021～2015

禁煙困難な状況下でも出産後再喫煙しない母親（ポジティブデビアンス）はなぜいるか？

Why do some mothers (positive deviance) not re-smoke after childbirth despite 
difficulties in quitting smoking?

００４５８０２７研究者番号：

坂東　春美（Bando, Harumi）

研究期間：

１５Ｋ１１８８１

年 月 日現在  ４   ６ ２０

円     3,700,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，分析にポジティブデビアンスを採用し，従来の禁煙支援方法から更に実践
導入可能な方法の解明を行うこととした．
その結果，妊娠が判明し禁煙し現在も禁煙の継続者は119人，妊娠が判明し禁煙したが出産後に再喫煙となった
者は123人が本研究に参加した．そこから，「禁煙を達成することが困難である前提条件」の要因の該当者のう
ち禁煙が継続している者は，母親の最終学歴が高等学校以下は，37人（p=0.003），パートナーが喫煙者58人（p
=0.002）であった．また成功要因は「子どもの存在」「母乳育児」「喫煙に対する欲求の低減」が多く，対処方
法では「ガムやあめの使用」「禁煙外来等医療の利用」であった．

研究成果の概要（英文）：Therefore, this study adopted the Positive Deviance Approach for analysis, 
By doing so, the study aimed to advance conventional smoking cessation support and discover 
practical methods.
This study included 119 women who quit smoking after finding out they were pregnant and are still 
smoking; and 123 women who quit smoking after finding out they were pregnant but resumed smoking 
after childbirth.
Among the subjects who met the "preconditions that make it difficult to achieve smoking cessation" 
factor, those who have continued to quit smoking were found to have the following attributes:Mother'
s last education less than high school, 37 (p=0.003):  partner is a smoker, 58 (p=0.002).The most 
common success factors for those who continued smoking cessation were "presence of children," "
breastfeeding," and "reduced desire to smoke," while the actual coping methods were "use of gum or 
candy" and "use of medical care such as smoking cessation clinics".

研究分野： 公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって得られた結果による学術的意義や社会的意義は，禁煙を達成することが困難である前提条件下に
ある禁煙成功者を把握し，出産後の禁煙成功要因と対処方法を明らかにし，看護介入という視点から，禁煙成功
者を増やすための方策を考察した点にある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
世界では，女性喫煙者のうち約 45%が妊娠中に禁煙することが明らかとなっている(1)．これ

は，胎児の健康への配慮や，周囲からの圧力的な要因，生理的なタバコ煙に対する嫌悪感，禁断
症状の減少などが影響していると考えられている(2, 3)．したがって，妊娠は女性が禁煙を始め
るよい契機と動機付けになるライフイベントとして認識されている(4)．妊娠により禁煙し出産
後も禁煙が継続した場合，母親自身の将来の疾病予防にもつながり社会的利益をもたらすとも
言われている(5)．さらには，小児の受動喫煙の可能性(6)を抑止するうえで好適な要因となるだ
ろう．加えて喫煙する母親の子どもは，喫煙しない母親の子どもと比較して将来的に喫煙者にな
る確率が 2 倍になるとも言われており(7)，母親の禁煙により今後喫煙者を減少させることも可
能となる．したがって，出産後の再喫煙を防止することは母子共に重要であるといえる． 
しかしながら妊娠中に禁煙していた女性が出産後に再喫煙を始める割合は，各国によって差異
はあるものの，出産後６ヶ月間以内で平均 43％となっている（8）．一方，日本に限定した再喫
煙率の調査では，41.0 %となっており（9），諸外国とほぼ同じ水準である．これらの結果から，
妊娠を契機に禁煙が行われたものの出産後に再び喫煙する者は少なくなく，出産後再喫煙に至
らないための支援が必要であると考える． 
海外における出産後の再喫煙に起因する要因は，教育歴・若年者・喫煙者のいる家庭環境・出

産回数の多さ・母乳育児ではない・高いストレスの経験と抑うつや不安を持ち・妊娠のためだけ
の禁煙であったと，システマティックレビューによって明らかにされている(10)．また，日本で
の研究では，出産後の再喫煙に起因する要因は，世帯年収が 400 万円未満・母親の教育歴が 13
年以下・母親の年齢が 30 歳以下・パートナーが喫煙者・経産婦である者ということが明らかに
なっている(11)．これらの要因を妊娠早期に識別し，予防的介入を行うことの重要性が述べられ
ている．しかしながら，わが国の出産後再喫煙となる要因について明らかにされた研究は多くは
ない．特に出産後再喫煙に至る要因が背景にありながらも禁煙が継続している母親に焦点をあ
てた研究は認められない． 
そこで本研究は，分析に Positive Deviance Approach(12)を採用し，潜在的で見過ごされがち

な成功者に注目し，成功に導く要因と対象方法を把握することにより，従来の禁煙支援方法から
さらに発展させ，実践導入可能な方法の解明を行うこととした． 
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２．研究の目的 
本研究の目的は，禁煙を達成することが困難である前提条件下にある禁煙成功者を把握し，出

産後の禁煙成功要因と対処方法を明らかにし，看護介入という視点から，禁煙成功者を増やすた
めの方策を探ろうとすることである．具体的には，以下の点を明らかにする． 
1） 出産後再喫煙者と禁煙継続者の，禁煙する状況や環境に関する特徴や現状を明らかにする 

と 
2） 世帯年収が 400 万円未満・母親の最終学歴が高等学校以下・母親の年齢が 30 歳以下・パー 

トナーが喫煙者・経産婦である者を「禁煙を達成することが困難である前提条件」とし，こ
の状況下での禁煙継続者を把握すること 

3） 把握した禁煙継続者から，その成功要因と実際の対処方法を明らかにすること 
 
３．研究の方法 
研究方法 
1） 妊娠期から再喫煙の発生しやすい子どもが 6 歳までの横断研究とし，喫煙者と禁煙者の喫 

煙行動，属性，家族に関する収集を行い，禁煙困難な状況下での禁煙成功者を探索する． 
2） 対象者からオンライン調査を用いた質問から生活背景に関する情報を詳細に把握し，禁煙

困難な状況下にありかつ禁煙成功者の成功要因と対処方法を分析する． 
詳細な方法は以下とした． 
この本研究は，オンライン調査会社楽天インサイトによるオンラインアンケートを使用して

実施した．委託契約内容は別紙の通りとする．オンライン調査会社の登録メンバー情報より，ス
クリーニングとして①女性②6 歳以下の児と同居している③現在喫煙しているもしくは過去に
喫煙していたメンバーを抽出した．そのなかから基準を満たす個人を募集し，メイン調査を実施
する．対象者が設定したサンプルサイズを上回る場合には，パネルメンバーのうちランダムに選
定されメイン調査への参加に招待されるシステムとする．その後，自発的にこの Web ページに
アクセスしてもらいオンラインアンケートに回答した者を対象者とした． 
なお，登録メンバーおよび対象者の選定には平成 27 年国勢調査の人口基本統計の年齢（各歳）

都道府県別総人口をもとにした分布を用いて基本属性・居住地を基にし，結果に影響を与えるバ
イアスを考慮した． 
調査項目 
1） スクリーニング調査項目 
① 性別 
② 6 歳以下の児と同居の有無， 
③ 現在のタバコ製品*の使用の状況** 
④ 妊娠が判明する前のタバコ製品*の使用の有無 
⑤ 妊娠が判明した時のタバコ製品*の使用の有無 
⑥ 出産後のタバコ製品*の使用の有無 

基本調査項目 
居住地，同居家族のなかで最年少の子どもの年齢，母の年齢，同居家族の続柄，同居してい
る子どもの人数，母と子どもの定期的な治療の有無と病名，母の最終学歴，世帯年収，母の
就労の有無と就労先の喫煙環境，同居家族のタバコ製品の使用状況と家の中での喫煙者，母
の親しい友人数とそのうちの喫煙者数，母の喫煙状況，使用しているまたは使用していたタ
バコ製品の種類と一日の喫煙本数や回数，現在の喫煙場所，最年少の子どもの妊娠中の喫煙
状況，妊娠中使用していたタバコ製品の種類，最年少の子どもの出産後の喫煙状況と喫煙開
始時期，喫煙者と禁煙者の喫煙開始年齢と喫煙している期間，これまでの禁煙した回数とし
た． 

禁煙継続者と再喫煙者に関する調査項目 
禁煙をするきっかけや動機，禁煙継続者の成功要因，具体的な禁煙方法，禁煙した後の再喫
煙の経験の有無と禁煙が続かなかった理由の自由記述回答とした． 
データの管理方法 
物理的安全管理 

データ管理 
PC は 研究代表者 研究室内の保管庫にて鍵をかけて保管 記録媒体の持ち出し禁止等 盗 
難等 ・漏えい等の防止 個人データの削除及び機器 電子媒体等の廃棄 を研究代表者が管理
を行った． 

技術的安全管理 
データ管理 
PC へのアクセス制御 外部からの不正アクセス等の防止に対して不正ソフトウェア対 
策 および 組織的安全管理 については 定期的に教育を受ける 安全管理の強化を 行った． 

インフォームド・コンセントを受ける手続 



アンケートに回答する前にホームページ上の 「同意する」ボタンをクリックして すべての
参加者からインフォームド ・ コンセントを得 た． 

研究対象者への説明  
本研究は，研究参加前に研究機関の承認を得た説明文書を研究対象者に掲示の上，ダウンロ
ードができる設定とし，以下の内容を説明した． 

 
４．研究成果 
今回の調査において，645 人の参加者があった．主な調査項目の結果は，妊娠が判明する前・

妊娠中・出産後も継続して喫煙した者は 135 人，妊娠が判明し禁煙し現在も禁煙を継続している
者は 119 人，妊娠が判明し禁煙したが出産後に再喫煙となった者は 123 人であった． 
「禁煙を達成することが困難である前提条件」の要因のうち禁煙が継続している者は，世帯年

収が 400 万円未満は 17人（14.3％・p=0.670），母親の最終学歴が高等学校以下は，37 人（31.1％・
p=0.003），母親の年齢が 30歳以下は 24 人（20.2％・p=0.670），パートナーが喫煙者 58 人（48.7％・
p=0.002）であった．また禁煙継続者の成功要因は「子どもの存在」「母乳育児」「喫煙に対する
欲求の低減」が多く，実際の対処方法では「ガムやあめを使用した」「禁煙外来等医療の利用」
であった． 
 その他の詳細な解析は現在解析を進めている． 
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